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別紙２ 

２．中小企業再生支援協議会の協議会別活動実績（H19.6.30 現在） 
相談企業数 計画策定支援完了件数 策定支援中

  うち   うち   

  Ｈ19 年度   Ｈ19 年度 H19.6.30 
都道府県 設置主体 

  増加数   増加数 現在 

北海道 札幌商工会議所 296 14 44 2 9

青森県 (財)２１あおもり産業総合支援センター 209 24 18   12

岩手県 盛岡商工会議所 198 14 17 2 1

宮城県 （財）みやぎ産業振興機構 407 9 15   3

秋田県 秋田商工会議所 117 9 20 2 8

山形県 （財）山形県企業振興公社 130 2 19 2 3

福島県 （財）福島県産業振興センター 191 20 21 3 6

茨城県 水戸商工会議所 370 20 46 4 4

栃木県 宇都宮商工会議所 367 15 79 4 19

群馬県 （財）群馬県産業支援機構 224 17 20   3

埼玉県 さいたま商工会議所 369 25 51   8

千葉県 千葉商工会議所 328 27 40 3 7

東京都 東京商工会議所 592 46 66 7 11

神奈川県 （財）神奈川中小企業センター 256 11 39 9 12

新潟県 （財）にいがた産業創造機構 213 19 33 1 3

長野県 （財）長野県中小企業振興センター 169 11 20 1 1

山梨県 （財）やまなし産業支援機構 323 20 10   6

静岡県 静岡商工会議所 373 18 58 3 8

愛知県 名古屋商工会議所 297 12 41 2 11

岐阜県 岐阜商工会議所 221 12 24 5 12

三重県 （財）三重県産業支援センター 185 10 21 3 6

富山県 （財）富山県新世紀産業機構 160 4 16 1 12

石川県 （財）石川県産業創出支援機構 180 7 49 2 34

福井県 福井商工会議所 218 15 30 2 4

滋賀県 大津商工会議所 167 9 17 1 3

京都府 京都商工会議所 193 8 46 3 7

奈良県 奈良商工会議所 195 11 15 1 5

大阪府 大阪商工会議所 481 28 35 4 34

兵庫県 神戸商工会議所 300 16 33 2 10

和歌山県 和歌山商工会議所 132 5 16   3

鳥取県 （財）鳥取県産業振興機構 121 5 19   3

島根県 松江商工会議所 173 5 31 4 3

岡山県 （財）岡山県産業振興財団 684 42 53 12 26

広島県 広島商工会議所 245 17 33 5 13

山口県 （財）やまぐち産業振興財団 219 11 53 4 7

徳島県 徳島商工会議所 150 6 29 1 8

香川県 高松商工会議所 260 5 31 1 13

愛媛県 松山商工会議所 174 6 46 2 12

高知県 高知商工会議所 146 8 32 2 18

福岡県 福岡商工会議所 336 21 32 5 5

佐賀県 佐賀商工会議所 237 12 21   3

長崎県 長崎商工会議所 252 17 32 4 7

熊本県 熊本商工会議所 310 27 28 1 1

大分県 大分県商工会連合会 178 12 17 2 2

宮崎県 宮崎商工会議所 172 14 21 1 4

鹿児島県 鹿児島商工会議所 267 15 27   4

沖縄県 那覇商工会議所 354 15 28   6

合   計 12,139 696 1,492 113 400

※「H19 年度増加数」は、H19 年 4 月 1 日～H19 年 6 月 30 日までの発生件数。 
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別紙３ 

３．協議会の相談企業(12,139 社)に対する対応状況 
（１）企業相談数（12,139 社）に対する対応状況 
 

企業数 比率
1,492 12.3%

400 3.3%
1,383 11.4%
5,394 44.4%

841 6.9%
2,629 21.7%

12,139 100.0%

相談継続中

協議会での私的再生対応が困難
相談段階で企業の課題解決の提示

再生計画策定支援中

計

対応状況
再生計画策定完了

その他

 
 
 

12%

3%

11%

45%

7%

22%
再生計画策定完了

再生計画策定支援中

相談継続中

相談段階で企業の課題解
決の提示

協議会での私的再生対応
が困難

その他

 

 
（２）相談案件の年度別推移 
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（３）19 年度第一四半期企業相談数（696 社）に対する対応状況 

企業数
209
256
47

184
696計

対応状況

相談段階で企業の課題解決の提示

その他

再生計画策定支援候補

協議会での私的再生対応が困難

 

30%

37%

7%

26%
再生計画策定支援候
補

相談段階で企業の課
題解決の提示

協議会での私的再生
対応が困難

その他
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（４）業種 

製造業 3,481
卸売・小売業 2,776
飲食業・宿泊業 1,168
建設業 2,082
運輸業 490
ｻｰﾋﾞｽ業・その他 1,530
不動産業 312
医療・福祉 122
情報通信業 85
鉱業 20
教育、学習支援業 55
電気・ガス・熱供給・水道業 18

合計 12,139

業種 企業数

 
 

 

28%

23%
10%

17%

4%

13%

3% 2%

製造業

卸売・小売業

飲食業・宿泊業

建設業

運輸業

ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業

その他

 

（５）相談経路 

経路 企業数
金融機関 4,238
企業本人 6,686
商工会議所・商工会 800
都道府県等中小企業支援センター等 415

合計 12,139  
 
 

 

35%

55%

7% 3%

金融機関

企業本人

商工会議所・商工会

都道府県等中小企業
支援センター等
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別紙４ 

４．再生計画策定完了案件 1,492 社（今回公表分 113 社）の特徴 
（平成 19 年 6 月 30 日現在） 

 
（１）完了案件の年度別推移 
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（２）業種 

今回公表分
製造業 574 37
卸売・小売業 327 32
飲食業・宿泊業 208 14
建設業 169 16
運輸業 78 7
ｻｰﾋﾞｽ業 65 4
不動産業 28 1
医療・福祉 15
情報通信業 10
鉱業 7 1
教育、学習支援業 9
電気・ガス・熱供給・水道業 2 1

合計 1,492 113

企業数業種
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11%
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4%
2% 3%

製造業

卸売・小売業
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建設業

運輸業

ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業

その他

 
 
（３）売上高 

今回公表分
1億円以下 91 7
1億円超～5億円以下 536 38
5億円超～10億円以下 364 32
10億円超～50億円以下 431 31
50億円超 70 5

合計 1,492 113

売上高 企業数
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（４）従業員数 
 

今回公表分
１～１０名 130 11
１１名～２０名 263 18
２１名～１００名 851 67
１０１名～２００名 168 10
２０１名以上 80 7

合計 1,492 113

従業員数 企業数
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（５）協議会来訪経路 

今回公表分
1,175 99

都市銀行 48 3
地方銀行 558 36
第二地方銀行 163 13
信金・信組 254 32
政府系 122 11
その他金融機関 30 4

317 14
1,492 113合計

経路 企業数

金融機関

企業等

 

3%

38%

11%

17%

8%

2%

21%

都市銀行

地方銀行

第二地方銀行

信金・信組

政府系

その他金融機関

企業等

 
（６）事業面での施策 

①事業の選択と集中による事業改善 
  

取組例 企業数 
今回公表分 

管理会計手法導入による製品別・取引先別等の選択と集中 764 53 

関係会社整理等による不採算事業撤退や効率化 140 14 

 
②経費削減にあたっては、雇用確保に最大限配慮。 

   ・雇用確保効果  ：95,692 人（今回公表分：6,767 人） 
   ・全ての雇用を維持：1,144 社（今回公表分：84 社） 
    （うち新規に雇用： 144 社（今回公表分：23 社） 
   ・人員を削減   ： 348 社（今回公表分：29 社） 
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（７）金融支援の手法 

今回公表分
債務免除の実施 327 27

・ 直接放棄 48 8
　平成17年税制改正適用（内数） (17) (3)

・ 譲渡・分割による第二会社方式 125 18
・ 債権売却 53 3
・ ＲＣＣや債権管理会社からの卒業 109 10

ファンド活用 70 6
金融機関、取引先からの借入金の株式化（ＤＥＳ） 39 3
金融機関による借入金の資本的劣後ローン（ＤＤＳ） 117 10

企業数手法

 
  （注）上記手法を複数実施している案件がある 
 
（８）政策的支援措置 

今回公表分
企業再建資金、自治体保証制度による新規融資 345 31
信用保証協会の円滑化借換保証制度 106 4
信用保証協会による求償権放棄 10 2
信用保証協会による求償権消滅保証 14 3
信用保証協会による求償権の不等価譲渡 4 0
中小企業金融公庫による金利減免 15 7
中小企業金融公庫による不等価譲渡 1 0

支援措置 企業数
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投資ファンド活用による事業再生 ～1406号～

衣料品製造卸売 資本金 7000万円 売上高 24億円 従業員 253名

【窮状原因】
前社長時代に過剰設備投資。得意先の破綻及びそれによる信用不安。
【窮状原因の除去】
○すでに前社長は退任。
○現社長のもと、すでに工場集約は実施されている。 →現社長は続投。
○スポンサーの信用力による信用不安解消。

 

【再生計画イメージ】
(金額単位：百万円) 

    現状                           新会社のイメージ 
売上 2,280 （P/L 面） 売上 2,348 
営業利益 118 事業改善      17 営業利益 135 
（支払利息） 73    
経常利益 45    
（減価償却費） 21    
収益弁済原資 66 （B/S 面）   
借入金 2,410 借入金 400 
滞納債務 336 出資 300 

計 2,746   
実質自己資本 △2,759 

債務圧縮          
金融支援：債務免除 1,824 

 私財処分等 
  

                 
実質債務超過解消年数  61年  実質債務超過は解消 
償還年数 42 年  滞納債務解消し、金融債務正常化 

【事業改善】
○スポンサーの情報網、ノウハウを生かした営業力強化と原価削減。

【金融支援策におけるポイント】
○金融債務だけでなく多額の滞納債務（税金・社会保険・仕入債務・退職金等）を抱え、支払いに一刻の猶予も
許されない状況。
○以下を踏まえ会社分割（第二会社方式）による実質債務免除のスキームを採用。
・会計上の含み損について、税務上損金処理ができない状況が想定（免除益課税発生）。
・海外法人や国内取引先と多くの契約関係を有しているため、それらの契約を包括的に移転しないと事業継続
が困難（事業譲渡方式でのハードル）。
○超過収益力を基に算定した事業価値にて、スポンサーよりニューマネーによる出資等の支援を受ける。

【再生スキーム】

Ａ社 スポンサー
(投資ファンド）

５金融機関

投資

Good
会社分割

取引先・
従業員の承継

特別清算
分割譲渡代金等により
一部返済を受け債務免除

Bad

【協議会の果たした役割】
○スポンサー選定において再生ファンド等も含め複数者によるプロポーザルビットを実施。
○弁護士、会計士、診断士と個別支援チームを組成し、スキーム上の法務・税務等の問題点について外部専門
家と意見交換しつつ、スポンサーと金融機関との間に入りスキーム提案と金融支援の調整を実施。
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サービサー関与による事業再生 ～1407号～

工作機械商社 資本金 5000万円 売上高 24億円 従業員 19名
【再生計画イメージ】 （金額単位：百万円） 

    現状                           再生後のイメージ 
売上 2,597 （P/L 面） 売上 2,380 
営業利益 78 事業改善       27 営業利益 105 
（支払利息）＊ －  （支払利息） 30 
経常利益 79  経常利益 75 
（減価償却費） 1  （減価償却費） 7 
収益弁済原資 80 （B/S 面） 収益弁済原資 82 
借入金 3,859 借入金 500 
実質自己資本 △3,862 

債務圧縮          
金融支援：債務免除 3,386 実質自己資本 △50 

 ＊元金充当状況 
 
実質債務超過解消年数  49年  実質債務超過解消年数  １年 
償還年数 48 年  償還年数 10 年 
                                                    (注)計画開始時のイメージの為、公表値と異なる。 

【窮状原因】
前社長時の過剰設備投資及び不動産投資とそれに伴う信用不安
【窮状原因の除去】
○窮状原因であった不動産投資は処分され、前社長は関連会社を含め役員退任。

○現社長は続投。

【事業改善】

○信用回復により取引先との取引条件の改善。
○役員報酬等による一層の経費削減。

【金融支援策におけるポイント】

○関係会社を含めたバランスシートの改善のため、関係会社を事業譲渡により吸収。
○支援後のニッシン債権回収(サービサー)からのリファイナンスには、日本政策投資銀行がメザニンにて対応。

○支援後のガバナンス体制構築のため東京中小企業投資育成が新株予約権付社債引受。

【再生スキーム】

東京技販

東京中小企業投資育成

日本政策投資銀行

・新規融資ニッシン債権回収
・一部返済

・残債務免除

関係会社

金融機関

債権者

転換社債
メザニン

（劣後ローン）

・残債務免除

・一部返済
営業譲渡 求償権消滅保証

保証協会

【協議会の果たした役割】
○弁護士、税理士、診断士と個別支援チームを組成し、スキーム上生じる法務、税務等の問題点について外部
専門家と意見調整を行いながら、既存債権者（サービサー、政府系金融機関、一般事業会社等多様な顔ぶれ）
とリファイナンス実施金融機関等との間に入ってスキーム提案と金融支援の調整を実施。
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スポンサーと公的ファンドの協調による事業再生 ～1428号～

【再生計画イメージ】

小売業 資本金 4,000万円 売上高 128億円 従業員 309名

（金額単位：百万円) 
現状                         再生後のイメージ 

売上 12,771 （P/L 面） 売上 11,450 
営業利益 △49 事業改善      137 営業利益 88 
（支払利息） 65  （支払利息） 53 
（その他営業外損益） 129  （その他営業外損益） 109 
経常利益 15  経常利益 144 
（減価償却費） 144  （減価償却費） 136 
収益弁済原資 159 （B/S 面） 収益弁済原資 280 
借入金 3,125 借入金 2,748 
実質自己資本 △310 

債務圧縮 
 金融支援：増資 300 実質自己資本 58 

資産処分 
  
実質債務超過解消年数  19 年  実質債務超過解消年数  －年 
償還年数 20 年  償還年数 10 年 
                                                       (注)計画開始時のイメージの為、公表値と異なる。 

【窮状原因】
所有不動産の大幅な価値下落、出店攻勢及び多角化の失敗、粉飾決算による取引金融機関の信用喪失に
よって資金繰り逼迫。
前経営者の意思決定判断に対して、会社の内部牽制が機能せずに粉飾決算等が行われた。
【窮状原因の除去】
○前経営者との決別（退任及び株式は減資後備忘価格にてスポンサーへ譲渡）、新株主からの

役員派遣による新たな経営体制の確立。

【事業改善】
○スポンサーとの事業提携による収益力の強化。
○店舗のスクラップ＆ビルドによる収益性向上。

【金融支援での検討ポイント】
○スポンサーと公的ファンドの増資により、債務超過解消と債務圧縮。
○有価証券等の資産処分による債務圧縮。
○少額な金融機関の債権を新規金融機関が肩代わり、メイン・準メイン行がリスケジュール。

Ａ社

・役員派遣

スポンサー

公的ファンド

金融機関

・リスケジュール
・少額金融機関債権の肩代
わり、取引金融機関の集約

(6行⇒3行）

・増資

・一部返済

【再生スキーム】

【協議会の果たした役割】
○抜本的かつ現実性の高い再生計画の策定を支援し、スポンサー、公的ファンド、金融機関の間で金融支援の
調整を果たした。
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小規模事業者のＲＣＣ卒業支援 ～1444号～

【再生計画イメージ】

飲食業 資本金 300万円 売上高 3,200万円 従業員 9名

（金額単位：百万円） 
    現状                          再生後のイメージ 
売上 33 （P/L 面） 売上 35 
営業利益 3 事業改善        2 営業利益 5 
（支払利息） 2  （支払利息） 1 
経常利益 1  経常利益 4 
（減価償却費） -  （減価償却費） - 
収益弁済原資 1 （B/S 面） 収益弁済原資 4 
借入金 98 借入金 44 
実質自己資本 △23 

債務圧縮          
金融支援：債務免除 30 実質自己資本 7 

  私財提供等     21   
                
実質債務超過解消年数  23年  実質債務超過解消年数  1 年 
償還年数 98 年  償還年数 11 年 
                                                     (注)計画開始時のイメージの為、公表値と異なる 

【窮状原因】
前社長による本業外の事業失敗と変額保険加入による過剰債務の発生。
【窮状原因の除去】
○前社長はすでに死去。
○現社長は本業を黒字化。 →現社長は、続投。

【事業改善】
○サービス向上、店舗の立地を活かした旅行業者との連携による集客力向上。
○役員報酬の更なる削減、経費削減。

【金融支援策におけるポイント】
○経営者は私財提供により、卒業資金の一部を捻出。
○事業計画上の将来収益で償還可能な借入額を、保証協会の保証付新規融資にて調達。

Ａ社
・新規融資

新規金融機関

ＲＣＣ

・一部返済

・債務免除

社長
・保証解除

・私財提供により
一部保証履行

・求償権放棄

【再生スキーム】

【協議会の果たした役割】
○合理的な再生計画の策定支援。
○事業価値の客観性を中立的な立場より評価。
○RCCとリファイナンス実行の新規取引金融機関との間に入って調整を実行。
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民間企業による温泉旅館の再生 ～1470号～

旅館業 資本金 1000万円 売上高 3.7億円 従業員 50名

【再生スキームイメージ】

                            (金額単位：百万円) 
    現状                           新会社のイメージ 
売上 389 （P/L 面） 売上 377 
営業利益 △4 事業改善      14 営業利益 10 
（支払利息） 48  （支払利息） 3 
経常利益 △23  経常利益 14 
（減価償却費）※ -  （減価償却費） 27 
収益弁済原資 - （B/S 面） 収益弁済原資 41 
借入金 1,643 借入金 328 
実質自己資本 △1,636 

債務圧縮          
金融支援：債務免除 1,432 実質自己資本 9 

  ※未実施                
実質債務超過解消年数 算定困難  実質債務超過解消年数  －年 
償還年数 算定困難  償還年数 8 年 
 

【窮状原因】
過剰な設備投資に加え、団体客から個人客重視への営業方針対策遅れ。従業員教育等が不徹底のため、
サービスが低下し客足が遠のいた。
【窮状原因の除去】
○会社分割により、新会社はスポンサーの下で、事業運営を転換。
○旧経営陣は退任し、新会社に従業員として再雇用。

【事業改善】
○宿泊業運営に関する専門会社の支援を受け、営業・サービス等事業衣運営を再構築。
○老朽化した設備から個人客のニーズにあった設備へのリニューアル。

【金融支援策におけるポイント】
○以下を踏まえ会社分割（第二会社方式）による 実質債務免除のスキームを採用。

・事後に発生する恐れのある偶発的な債務の遮断。
・不動産、事業移転に伴う税務負担の回避

○スポンサー支援による２次破綻回避。
○設備リニュアル資金等のニューマネーをスポンサーが支援
○旧会社は、特別精算を行い、債務免除の税務上無税処理を明確化。

スポンサー
（民間企業）

３金融機関

・役員派遣
・投資会社分割

取引先・
従業員の承継

Ａ社 Good

Bad
特別清算

分割譲渡代金等により
一部返済を受け債務免除

【協議会の果たした役割】
○事業譲渡先スポンサーの選定。
○既存金融機関の金融支援の調整。
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再生計画策定完了案件の概要 参考資料

債権放棄・実質免除等

直接
放棄

17年
税制
活用

譲渡
／

分割

債権
売却

計画年度
計画
年度

倍 計画年度

1380 製造業（水産品） 10 4,926 108

業界全体の値下げ圧力もあり、売上げが落込んでいる。工場の稼働が計画
通りに進まず、設備投資による借入金負担が重たくなっている。再生計画を
作り資金繰りの円滑化を目指す。

・新規販路開拓、新製品の開発。
・自社ブランド製品の増産に取り組み、収益を安定化。
・変動費の改善に力を入れ包装資材等を含めた経費削減計画を策定。
・管理会計手法を導入、各工場に月別・品目別の製品稼動・販売計画を策定し毎月達成
状況を検証・分析を実施。

○ ○ ○ 5       5   6    -          

1381 建設業(内装工事） 10 85 4

マンション・住宅等のリフォーム等で業容を拡大するも収益性が伴わず、業
容を縮小し収益重視の経営方針とする。大手同業社との単価競争の熾烈化
等により、大幅減収見込み、金融機関の既往借入金の約定弁済にも支障を
来たす状況。代取の営業活動により新規販売先の開拓、既往先との取引再
開が実現、収益重視の事業内容に転換を図りながら経営の安定を目指す。

・経営管理の強化
・経営陣の率先垂範による業容の拡大
・事業収益性の改善
・役員報酬の削減等の販売管理費の削減

○ 4       4   6    -          

1382 木材・木製品製造業 12 619 69

住宅の洋風化などの影響で、当社の主力製品が需要減少傾向。売上高、利
益率も大幅にダウン。需要構造の変化等から当初予測の売上高、利益率か
ら乖離。一方で、大口取引先の倒産も多大な影響を受けた。

・営業強化による商品戦略、得意先戦略の確立
・収益が見込まれる部門の強化
・赤字部門の、撤退若しくは他社からの仕入れによる対応。
・原価管理・在庫管理の体制の確立と、管理会計手法の導入による製造原価の改善。

○ ○ 退任 清算 ○ ○ 3       5   8    2          

1383 食料品製造業（製麺） 30 379 31

大口納入先の店舗網縮小や外食産業のチェーン化、さらには量販店からの
度重なる納入価格引下げ要請等から売上げ低迷で生産コストの増嵩を吸収
できず、近時は欠損が続き債務超過に陥っている。納入先の長期滞り債権
が発生するなど、資金繰りが急速に悪化している。

・役員報酬の削減
・生産工程の合理化による人件費の圧縮
・全体的な納入単価の見直し
・仕入方法の見直しによる原材料費の削減
・生産品目の絞込みによる効率化によるコスト削減

○ ○ ○ ○ ○ ○ 15年超 5   13   4          

1384 飲食料品小売業 32 4,121 289

大型店舗が相次いで近隣地域に進出、次第に営業環境は厳しくなり熾烈な
競争激化により減収減益に歯止めが掛からない状況。これまでに不採算店
舗の閉鎖などリストラと借入金の大幅圧縮を進め、財務面の抜本的な梃入
れも行ってきたが、さらに経営のスリム化を進める必要がある。

・全社員の意識改革をより推し進め、意識の統一化を図る。
・ＱＣサークルをさらに活発化し、担当者の経営参画意識向上。
・役割と責任を明確化。
・繁閑変動対応策を検討し、運用拡大と定着化を図るとともに、人事体系の整理、人材
育成への注力。
・不採算店舗について、プロジェクトチームを立ち上げ、黒字化に向けて検討・実践。
・全店舗においてモニター制度再設、商品力強化、販促の強化、演出の創造、管理力の
強化を行い、店舗運営を強化。

○ ○ ○ ○ 2       5   14   -          

1385 温泉旅館業 15 240 27

当温泉街の象徴的な存在である温泉宿。過大な債務超過状況にあり、設備
老朽化によるリニューアルが出来ず、円滑な金融取引が困難な状況。現代
表者になってから経費削減、ソフト面での充実で期間利益を出せるまで改善
傾向にはある。

・設備投資の実行により客単価を上昇。
・決済条件の変更に伴う仕入値の削減
・増築にあわせた従業員の増加、予約管理部門を増加。

○ 退任 清算 ○ ○ ○ ○ 1       5   15   3          

1386 清酒製造業 145 946 50

消費者の嗜好変化に対応できず売上が落込む。一方、不明確な経営責任
体制や危機意識に欠け、経費削減が追いつかず、ここ数期の業績は赤字で
推移している。

・焼酎免許の拡大、ＯＥＭの生産増、調味酒への参入等により清酒売上減をカバー。
・役員報酬減額による人件費削減、宣伝費・旅費等の節減による、収益向上。
・体制若返りと経営責任等の組織規律の構築・徹底。

○ ○ 退任 ○ -       3   9    2          

1387 宿泊業 58 395 43

過去に事業拡張を目的に新館を多額の借入により建設、大宴会場兼コンベ
ンションホールを設け宴会部門の強化を図るも、折からのバブル経済崩壊に
より法人宴会需要が減少、少子化による婚姻の減少もあって稼働率は低く
投資に見合う売上・収益の確保ができず多額の金利・償却負担が重く債務
超過である。

・会社分割により地元スポンサーの100％出資による受皿会社に事業資産と負債、従業
員を引き継ぎ、残った非事業資産・負債は特別清算。
・客室の改装により、客室稼働率を向上し売上高を増加。
・.スポンサーが経営するグループ企業との連携により、相乗効果を狙った新ビジネスモ
デルを構築。

○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ ○ 1       1   7    -          

1388
漬物製造業・不動産賃貸
業

21 932 78

過去から継続している取引先との関係に依存した営業体制となっており、流
通経路の変革等に対応しきれず業況悪化。また、関連会社への資金流失が
多額にあり財務内容は大幅に毀損。

・新工場建設による生産性向上（原材料、労務費の削減）及び材料ロスの削減
・直営店開設による新規販売チャネルの開拓・ブランドの構築
・事業支援者から経営の中核を担う人材及び経理財務能力を有する人材の招聘
・管理会計手法導入による収益管理の徹底

○ ○ ○ 退任 ○ ○ 1       3   8    2          

1389 スーパー 60 592
関連会社の財務内容の不健全性から取引先より支払サイトの短縮、保証金
の要求や積増しを求められ、資金繰りは慢性的に苦しい状況。 退任 譲渡 ○

1390 スーパー 10 2,933

関連会社の財務内容の不健全性から取引先より支払サイトの短縮、保証金
の要求や積増しを求められ、資金繰りは慢性的に苦しい状況。

清算 ○ ○ ○

1391 建設業 288 2,056 56

かつて分譲用地を積極的に仕入れ、金融機関借入も急増。しかし、その後
のバブル崩壊により土地価格が急落した結果、不動産を多額に内包する財
務状態となっている。ただし、本業は自社工場での効率的なパネル生産によ
り競争力あり、順調に推移している。

・注文住宅の強化、建売事業の不動産仕入抑制
・顧客基盤の強化
・信用力回復による取引条件改定、購買機能集約、売上原価表を活用した仕入コスト削
減

○ 退任 清算 ○ ○ ○ ○ 1       1   8    3          

1392 書籍･雑誌小売業 16 1,831 97

業界が低迷している折、多店舗展開を図るも収益改善されず、大幅な赤字を
余儀なくされている。

・店舗の選択と集中による売上増加
・不採算店舗の閉鎖、レイアウト変更・増床・照明等変更
・全店にPOSレジを導入して、単品管理（売れ筋商品・在庫の管理）を強化
・取引先・取引条件の見直しにより仕入原価を圧縮
・人件費の削減（給与の見直し、パートの有効活用等）

○ 退任 清算 ○ ○ ○ 1       1   10   2          

1393 イタリアンレストラン 3 288 54

ここ数年の間に競合店が多く出店し、固定客の流失の歯止めがかからない
状況。過剰債務状況で、資金繰り逼迫。

・各店舗の特色を前面に出した店舗戦略を構築。
・各店舗ごとに顧客の絞込みを行った営業展開。
・幹部社員への経営情報の開示と権限委譲によりやる気の醸成。
・宣伝効果の重要視。

○ ○ ○ 3       3   8    2          

1394 弁当販売業 10 256 32

弁当の仕出しを行う老舗であるが、景気・消費の低迷、弁当の多様化、価格
競争の激化等外的要因への対応遅れと採算意識の欠如等内的要因が重な
り、営業利益段階で赤字が継続している。

・新規顧客の開拓、取引中断・解消先の見直し等営業力を強化。
・人気商品や顧客のニーズに合った開発商品で売上高を増加。
・支払条件を正常化して仕入原価を引下げ。
・資材ロス・売残り駅弁の圧縮
・正社員のパート化、役員報酬の引下げ等により人件費を削減。
・駅弁大会等イベント弁当の支払リベートの引下げを強力に交渉。

○ ○ ○ ○ 5       5   9    2          

1395 宿泊業 32 109 8

当地区全体の集客低迷に加え、団体客や長期滞在客の減少により売上減
少。借入金は年間売上高を超え、約定弁済額も多く資金繰りは厳しい状況
にある。

・旅行代理店への営業強化による集客
・.自社ホームページの充実とリンク先の増強
・ネットエージェントを活用した営業展開強化
・日帰り休憩プランの新設
・食材費圧縮、役員報酬削減

○ ○ -       5   12   5          

1396 宿泊業 45 346 45

過去に多額の設備投資を実施、これが経営を圧迫。売上高は増加傾向にあ
るが、借入金は年商の約4倍、多額の実質債務超過状況にある。

・ネットエージェントを戦略的に活用し、自社HPの効果的な更新により集客強化。
・主に少人数グループを中心とした宿泊単価の高い顧客の送客増加を見込むほか、閑
散期における団体客獲得のアプローチも強化。

○ ○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ 1       5   9    3          

1397 精密機械器具製造業 38 796 49

メーカーのコスト圧力等が起因し、連続営業赤字に陥っている。赤字脱却を
目指し、大幅リストラを断行するも、多額の有利子負債を抱え厳しい経営が
続き、金融機関の条件緩和支援を得て今日に至っている。現代表が就任
後、再び収益悪化したものの更なるリストラ、債務圧縮、生産管理体制強化
等にリーダーシップを発揮、黒字拡大を実現させている。

・安定且つ継続的受注確保のため、製品情報・技術動向をタイムリーにチェック、発注先
のニーズへの対応力強化。
・生産対応力強化と高難度技術への対応を図るため、設備投資を実施。
・管理業務（在庫、品質、環境、リードタイム）の強化と一元化を更に推進。
・生産計画の精緻化、生産管理の徹底により、設備稼働率の向上・適正化と仕掛コスト
削減。
・技術進歩の激しい業界であり高度・先進技術の開拓保持のため、現場作業者の技能を
向上。
・専門化と多能工化の同時推進により競争力優位企業を実現。

○ ○ 9       5   8    -          

1398 金属製品製造業 5 69 6

主力であった運動遊具の減少と量産製品の不採算受注、加えて近年の材料
費高騰により業績が悪化、新工場建設資金借入も重荷となっている。

・取引先からの定番商品新規受注獲得による売上増加
・製造原価把握システムによる採算管理を実施、管理会計の導入により収益改善。
・不採算事業の撤退による選択と集中。

○ ○ 5       5   10   -          

中小公庫

金利
減免

不等価
譲渡

1   

○

DDS
経営
責任

株主
責任

企業の取組

DES
資産
売却

減資
増資

管理会
計手法
導入

番号

金融面での対応事業面での対応

-          

有利子負債の
CF倍率

経常黒字化
への転換

・事業支援者から経営の中核を担う人材及び経理財務能力を有する人材の招聘
・加工品を中心に特売の値入率見直しによる粗利益率の改善
・青果部門の果物を中心とした商品カテゴリー別の粗利益率の改善と一過性の経費削減
による収益の改善
・既存店の改装投資を充実しての収益改善
・管理会計手法導入による収益管理の徹底

ｽﾎﾟﾝｻｰ
付

自治体
保証
制度

円滑化
借換保
証制度

求償権
放棄

保証協会

6    1       

求償権
消滅保証

不等価
譲渡

経営者個人

債権
放棄

関係会
社整理

トピック
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リスケ
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卒業
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活用
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建資金
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実質債務
超過解消

私財
提供

外部人
材登用
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1399 宿泊業 6 330 56

景気低迷の影響を受け客室稼働率低下により業況が悪化。約弁額軽減、支
援金利適用等の金融支援を受けている状況。

・計画的に施設、設備等の維持管理を行い、魅力あるホテルを目指し宿泊単価の引き上
げと収益力を向上。
・客室のグレードによりアメニティーや備品の充実度の差別化を図り客単価を向上。
・料飲部門、レストランのメニュー開発を行い、ホテル周辺のファミリー層の集客強化。
・宴会場等の遊休施設を活用し研修、会議需要の獲得を強化。
・新会社がホテル施設を直接所有する事により、賃借料の削減とテナント料の収入増
加。

○ ○ ○ 退任 清算 ○ ○ -       2   10   2          

1400 電気部品製造業 10 180 28

金融機関の債権がサービサーに売却され、新規運転資金の調達が出来ず
資金繰りが厳しい状況。

・営業所を閉鎖し、本社に集中化。
・取引先ごとに売上計画を策定するとともに定期的に営業先を訪問、営業力を強化。
・経理部門を本社に集中し、製品別売上管理、原価管理、経費管理、資金繰り等をパソ
コン管理で行うとともに、PDCAの経営サイクルを新社長が中心となって組織体制として
取組むことで財務管理を徹底化。
・在庫管理を徹底し、在庫を圧縮。
・工場の業務フローを定期的にチェックし、ボトルネックの改善、リードタイムの短縮、
サービスの迅速化等を図る。
・営業所の閉鎖により、地代家賃、水道光熱費、諸会費等の削減および保険料等を見直
しコスト削減。

○ ○ ○ 退任 ○ 1       5   2    -          

1401 運送業 5 745 47

運賃収入以外に経費・人件費がかさみ、営業赤字に転落。運賃改定や経費
削減等の自助努力を実行するも依然資金繰り不足。

・顧客別売上計画を作成し、収益性をチェック、今後の顧客構成の戦略的見直し。
・最大重要顧客対して、高付加価値業務提案と開拓を進めながら、単価向上に関する交
渉を継続。
・既存取引との受注拡大と新規取引先確保による売上増強を積極的に推進。
・配車効率の改善により，車両稼働率向上、実車率向上、運転手一人当たりの売上増
加。
・現在所有車両の稼働率引上げと自社便と傭車への依存度合いの検討による売上・収
益確保。
・業務管理システムの導入、業績主義人事制度導入により、採算重視、収益重視への経
営体質転換。

○ ○ ○ 6       5   2    1          

1402 パン製造小売 20 1,497 214

直営店等での小売、業務用の卸をしているが、不採算店が収支を鈍らせ、
社長個人借入返済のため、役員報酬支払いが収支を圧迫。

・不採算店舗を閉店。業務用取引からも撤退。
・業務部門における受注アイテムの絞込みと受注ロット、受注単価､配送費負担等の取
引条件を見直し、採算性を改善。

○ ○ ○ ○ 退任 清算 ○ 1       1   9    -          

1403 非鉄金属卸 25 1,457 4

バブル期に子会社を通して有価証券・ゴルフ会員権等への投資を行った結
果、多額の含み損が発生。親会社である当社が穴埋めを行っている間に資
金繰りが悪化。メインバンクが債権を整理回収機構に売却。

・既存の取引先と引続き確固たる安定取引を確保し、積極的な新規開拓の実施。
・社長の報酬削減により、経費の圧縮。

○ ○ ○ 清算 ○ ○ ○ ○ 1       1   5    -          

1404 時計・宝石小売業 93 7,048 218

前社長が海外に子会社を設立し、宝飾品買い付け等の急激な展開が窮境
の原因。経費削減により営業利益は回復したが、支払利息負担が大きく十
分な返済原資が出ていない状況。

・主要販売先の値入支援により粗利益の改善。
・賃借料の見直し等により経費を削減。

○ ○ 4       4   8    -          

1405 貴金属卸 28 246 3

バブル崩壊と共に業界不況になり売上減少。近時は催事でのクレジット販売
の縮小もあり減収に拍車が掛かった。一方、過去の業界不況による不良債
権増加から債務超過及び過剰債務の状況になった。売上減少による業績悪
化をカバーできず、毎期経常利益赤字が続いている状況。

・商材別・取引先別の採算分析の実施を指導。
・採掘量または需要が減少している従来の主力商材から、今後の安定需給が見込まれ
る商材へのシフト。
・より川上の仕入ルートの確立による、原価低減。
・事務所移転による家賃の削減、役員報酬の削減等の経費削減。
・多額の貸倒が窮境の一因となったことから、与信管理体制を整備。

○ ○ ○ 清算 ○ ○ ○ 1       1   5    1          

1406 衣料品製造卸 70 2,360 253

前社長時代に新設した工場が、不採算で業績低迷となった。また、主要な得
意先であった大手が相次いで破綻し多額の不良債権が発生し、当社の信用
不安が発生。

・新会社はスポンサーの出資により、資金力・信用力が高まることから、新規開拓等を積
極的に進め、売上高を増加。
・スポンサーの出資者のノウハウ・情報網を生かし、営業力を強化及び製造面での原価
低減により、事業価値を向上。

○ ○ ○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ ○ 1       -   -    -          

1407 工作機械商社 50 2,424 19

前社長時代に本社兼テナントビルとして不動産投資を多額の借入金により
取得。バブル崩壊による賃料水準の下落等で収益は計画を大幅に下回った
ことから資金繰り逼迫。また、関係会社の過剰設備投資もあり、過大な債務
超過と過剰債務状況に陥る。取引金融機関が随時債権売却し、信用不安も
発生。

・今後積極的な営業活動を実施し新規顧客開拓にも注力。
・仕入に関して、取引先との条件面改善を進め、原価を逓減。
・役員報酬を始めとし、交際費・旅費交通費等を削減。
・賃借しているフロアーの一部を転貸し、地代家賃を削減。

○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2       2   7    -          

1408 製紙原料販売 10 153 25
かつて多額の資金調達により工場を取得。しかし、期待通りの投資効果を得
ることができず、結果的に過大投資。借入金も返済額が逓増するにつれ返
済が厳しくなっている。

・現場に適正人員を補充し、社長が営業や経営管理に注力できる体制を整備。
・役員報酬を、必要最低限と認められる水準まで削減。
・役員保険料をはじめ、全費目を精査し、不急な支出は極力削減。
・必要でありながら資金不足でできなかった設備投資（含修繕）は適切に実施。
・経費削減の見地から退職補充していなかった従業員については、適正人員を採用す

○ ○ ○ ○ 4       4   10   -          

1409 建設機械レンタル業 86 585 23

経営の多角化を図ってきたが、長期化する不況により不採算部門からあい
ついで撤退し、建設機械レンタル、不動産賃貸の２部門を残したものの、い
ずれも売上高、利益ともに低迷。キャッシュフローベースで不採算部門は解
消したが、依然過大な借入金が当社の経営再建に負担となっている。債務
の一部がRCCに売却されている。

・売上高は微増に留め安定・確実な計画を策定し、無理・不採算の受注は排除。
・機械レンタル部門において、自社物件の購入・投資により利益率を向上
・不動産部門では立体駐車場の運営を委託し人件費の削減・安定収入。
・夜間専用パーキングの実施による増収。
・ビルテナントは管理を強化し空室・未収を防止。
・役員報酬の削減と駐車場管理の委託による人件費の削減。

○ ○ 退任 ○ ○ 3       3   13   -          

1410 運輸業 20 1,190 30

過去３期の売上は毎期増加しているが、前経理担当役員の不正な使い込み
や国税への滞納、関連会社への不良貸付が発覚し、資金繰りの悪化となっ
た。不祥事発覚後に、自社において「経営再建計画」を作成し実行している
が、資金繰りの改善までには至っていない。

・経営理念・行動指針を全従業員に浸透させ、定量・定性両面においてＰＤＣＡを徹底。
・社内体制の再構築により、「営業推進開発部」を設置し営業を強化し売上を確保。
・安定した売上確保のため、受注に対応した人員（アルバイト）を確保できる管理体制の
確立
・安全衛生会議等の活用により作業品質を向上させ顧客満足度を向上。

○ ○ 6       2   8    2          

1411 家具・装備品卸売業 10 653 15

多額の借入金により店舗の建て替えを行うも、売上高の減少と借入金過多
により資金繰りが悪化。債権がＲＣＣに売却されている。企業の自助努力に
よる経営改善は進行中であるが、多額の借入金の負担は重い。

・地区における最大の代理店であるという特権を生かした販路の拡大。
・外商リフォーム営業の積極推進。
・インターネットホームページを通じた宣伝・販売。
・役員報酬の削減、効率的な人員配置によるアルバイト人員の削減 。
・家賃地代の削減。
・販売単価の高い商品の積極販売により売上高の増加を図り、人件費・家賃等、経費の
削減により収益の拡大を図る。

○ ○ ○ ○ 2       2   13   2          

1412 輸送用機械器具製造業 10 1,423 89

　当社は主に特殊車両の製造・設計等で堅調な業績を残してきたが、大手
自動車メーカーのリコール問題発生により主要取引先の受注が激減。大口
受注先偏重による経営リスクを回避するため、その後、新規取引先の開拓を
積極推進し大口先偏重の改善もなされているが、売上高に比較して経常・当
期利益率が低い状況。

・他社との差別化できるよう技術の開発、強化。
・提案営業（コンサルティングセールス）の強化。
・見積り方式の改善、外作を内作への切換、値上げ防止対策により外注費を削減。
・1分1秒当りの人件費を明確化、残業が発生しないような体制づくり、残業ゼロの日を設
けることにより労務費を引き下げ。
・作業の能率上昇、資材・材料管理の強化、生産管理部門の管理項目の明確化による
製造原価の引き下げ。

○ ○ 8       5   17   -          

1413 建設業 80 1,367 48

電力会社の設備投資削減により送電事業の受注が減少、赤字転落。通信
事業は、次世代携帯電話への切り替えを背景に今後受注の伸びは期待でき
るが、収益面が不安定で、利益率も送電事業より低い。

・実質稼動していなかった原価管理委員会を復活、見積・予算の承認、進捗管理の徹
底、精算後の差異分析等を一部案件に関して義務付けることによる収益性改善。
・総合工程会議を通じた適材適所の人員配置、工事着工前調査の強化等を通じ費用削
減。
・資機材部を設置することによる資機材管理の強化。
・受注量に対し人員が不足していることから、定期採用を復活。

○ ○ 7       5   11   -          

1414 小売業 20 4,987 172

近隣への大型店舗の出店等により売上維持が困難な状況。現在、不採算店
舗の撤退、遊休資産売却による有利子負債圧縮等により財務内容の改善を
図っているが、事業収支改善が急務である。

・仕入原価の引き下げ交渉
・売変ロスの削減
・売価戻し忘れ改善
・人件費削減
・運賃（仕入諸掛・青果・鮮魚）の削減

○ ○ 10      5   9    2          
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1415 卸売業 10 601 13

売上減少によるキャッシュフロー不足より場当たり的な資金繰り状況。経営
改善による金融機関への返済を含めた収支の安定化。

・ローコスト経営を実行し、キャッシュフローを増加。
・本社の移転により、家賃を大幅削減し、在庫圧縮による保管料の削減、不要保険料の
削減。
・ＩＴ管理を導入し月次決算を実施。

○ ○ 11      3   9    1          

1416 精密機械器具製造業 80 1,009 70

主要得意先は大手ゼネコンが主体。近年この業種の落ち込みは激しく、市
場の縮小とともに競争が激化し値引競争が激しくなる中、売上高が年々減少
し大幅な赤字決算となり、役員一同、危機感は抱いているが旧態依然たる
体質からの脱却が出来ていない状況。

・得意先のスクラップ・アンド・ビルドを推進し、得意先をランク分けし、重要度に応じて営
業を展開。
・社長・会長・常務が得意先を訪問し、情報収集。
・材料仕入業者のＡＢＣ分析を行い、Ａ・Ｂランク先から合い見積により競争させ、材料費
のコストダウン実施。
・内製化できる業務は、内製化を進め外注労務費を削減。
・受注工事ごとに実行予算を編成し、予算と毎月の実績を対比しながら管理。
・各部に収益管理責任者を置き、収益に関する意識を向上。

○ ○ -       2   9    1          

1417 食料品製造業 10 1,683 31

受託加工が約60％を占め、粗利益の低率が問題。事業内容の構造改革で
利益の捻出による過大債務の返済を開始できる体制作りが急務である。

・部門別の利益率を重視した戦略とし採算部門の営業強化と商品の提供を図り売り上げ
を増加し、不採算部門には消極姿勢。
・小売・ネット販売を強化し、利益率と企業知名度を上昇。
・役員報酬の引き下げ、諸経費(事務要員・コンサル料・賃借料等)の削減。
・社員には原価計算を教育し、採算優先の営業を実施。

○ ○ ○ ○ 4       4   9    1          

1418 染色整理加工業 32 279 28

管内の繊維業者の体力低下に伴い、受注量が減少し当社の売上げも毎年
減少傾向が続き、過少利益と債務過多で厳しい経営状況下にある。競合染
色業者の整理淘汰が進んでいる中にあって、当社はバイオ加工等の特長あ
る染色技術、多品種少量の生産体制により、当地域のみならず域外繊維業
者からの高い評価を得ているが、関連会社の業績が低迷し、貸付金等が不
良債権化している。関連会社の整理を含めた抜本的再生策が必要である。

・関連会社３社を整理精算して当社に事業を一本化し、赤字部門からの撤退と生産を効
率化。
・高付加価値・短納期の製品加工に特化するため事業の選択と集中を行い、取引先も選
別。
・機能加工の開発、非ファッション分野への参入を推進し、提案型の営業展開を図りなが
ら事業収入を安定化。
・製造経費削減として、先染め工程から後染め工程までの生産体制を整え、加工の内製
化により外注コストを削減。
・役員報酬の引き下げや交際費等を節減するとともに全般的な経費の見直しにより、販
売管理費を削減。
・ボトルネック解消の一環として工程管理を強化することとし、バーコードによる工程管理
体制を構築し、製品別損益管理を明確化。
・過去の不透明な会計処理を改善するため顧問税理士を変更するとともに経理スタッフ
を新たに採用し、会計管理体制を強化。

○ ○ ○ ○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ 5       5   12   1          

1419 建設業 50 1,194 23

公共工事受注主体。当地での営業基盤は確立しており、工事内容にも定評
有るが、受注量減少に加え、過去からの不採算工事受注による赤字累積等
から財務内容の毀損度合は重度。また、受注量減少と工事単価低下による
収益圧迫から資金繰りも多忙推移の状況。

・コア事業である土木工事業を分割型新設分割の方式により分離。営業継続使用資産
及び負債を新設会社に承継させ、事業の集中化と営業効率を向上。
・工事品質の維持・向上と併せ、実行予算・工程管理・外注費選定・現場経費等の運営
改善を図ることにより収益体質を確立。
・社内での受注前段階における収益意識改革のため、戦略会議を毎月実施。社員個々
でのタイムリーな収益管理を実現させるとともに、部署間の相互状況認識・改善提案等を
行い体制を整備することにより経営の透明性を向上。
・人件費等の経費節減を継続的に実施。

○ ○ ○ 退任 ○ ○ ○ 9       5   4    1          

1420 機械製造 15 787 32

最近数年間の損益は黒字を計上はしているが、低収益推移で繰越損失額
が過大な状況。財務面でも多額の有利子負債に依存した財務体質となって
いる。

・製品開発の充実、価格見積り基準の見直し、標準化の徹底、設備投資の検討、安全管
理の徹底、５Ｓの徹底、　設備管理の徹底、　在庫管理の徹底による生産性向上。
・材料仕入ルートの見直し、レイアウト改善、不要設備の廃棄、によるコストダウン。
・ＩＴ化推進による製造管理体制の確立、従業員教育の充実。

○ ○ 8       5   5    1          

1421 食品小売スーパー 30 5,569 254

不採算店舗の撤退により縮小均衡を図ったものの資産デフレにより金融債
務だけが残り経営危機に陥った。

・本業である食品スーパーに集中し、撤退店舗を賃貸する不動産事業は撤退。
・全商品の低価格販売、売れ筋商品を中心とした商品構成、商品鮮度管理の徹底、レジ
待ち時間の短縮など店舗運営の効率化による収益力向上。
・人材交流により、経営ノウハウの吸収と人材育成。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4       4   5    -          

1422 自動車部品製造 20 9,858 292

自動車輸出の拡大により主要得意先からの受注が急増するも、生産体制が
不十分なため納期遅延、不良発生により異常運賃や大量の派遣社員の導
入による人件費等の増加により損失を計上した。財務面でも、有利子負債依
存の極めて脆弱な財務体質となっていることから、早期の債務圧縮により財
務を健全化することが不可欠な状態にある。

・材料価格値上分の転嫁、不採算部門の改善による収益力の強化。
・部品仕入価格の引下げ、外注先へのコストダウン要請、不良削減、運賃・旅費交　　通
費など諸費用の削減、人件費の削減によるコストダウン。
・生産体制の強化、原価管理の再構築、人材育成。

○ ○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ ○ ○ ○ 5       5   8    -          

1423 土木・建築業 10 269 19

地元大手建設会社を主力受注先として売上高は確保しているが、利益率は
低く、利益確保は厳しい状況。又、借入金の毎月償還金が多額で資金繰り
は非常にタイトになっている。

・公共工事から民間工事へシフト。
・外注依存から自社対応へシフト。
・実行予算管理制度の確立。コンピュ－タシステム導入による計数管理の徹底。

○ ○ ○ ○ 4       4   8    -          

1424 土木・建築業 20 791 29

公共工事の減少、設備投資の減少により売上高は年々減少しており営業利
益段階で赤字計上となり厳しい状況。

・建築分野の営業力強化。
・実行予算の管理を徹底させ、粗利率を向上。
・人件費、販管費、製造原価を圧縮するなど経費を見直し。

○ ○ -       5   20   1          

1425 婦人服製造 10 591 52

主力販路である問屋向けの売上高が長期にわたり減少傾向であったが、
SPA(製造小売）向けの販路拡大により、売上増加となった。SPA向けの販路
拡大により、増収増益基調となってきているなか、抜本的に事業改善を望ん
だもの。

・組織の活性化を追求。
・卸売部門を改善。
・ＳＰＡの9店舗の収益管理と店長教育の徹底。
・計画的なものづくりに徹し、在庫管理と生産管理を改善。
・人材の確保と育成。

○ ○ 1       1   18   1          

1426 運送業 33 594 65

一般貨物輸送、倉庫業、霊柩車引越事業、生鮮野菜運送、産業廃棄物処理
等幅広く事業を営んでいる。燃料費が高騰するなか、取引先に優良企業を
有することから中々料金値上げが通らず採算が悪化。

・役員報酬の大幅カット。
・管理会計を構築し個別採算を把握し売上拡大ではなく収益を重視した経営にシフト。
・輸送単価の引上げ、外注先との取引条件の見直し、燃料購入条件の改善等により一
般管理費を削減し収益を改善。
・営業力を強化し小口・新規顧客の開拓により売上げ増加。

○ ○ ○ ○ 9       5   20   1          

1427 書籍・文具販売 10 594 33

競合する書店が現れ店舗の一部をを閉鎖する状況に追い込まれている。こ
こ数年、赤字が続き、一部金融債権がサービサーへ売却され、買い戻したと
いう経緯がある。

・利益の少ない販売事業の一部見直し。
・売上低落傾向の本店への集中的改革（レイアウトの変更、接客態度の改善、人員不足
の解消（店舗間の人事の交流））の実施。
・購買客数の目標設定による従業員の販売意欲向上。

○ ○ ○ 3       3   11   -          

1428 小売業 40 12,771 310

所有不動産の大幅な価値下落、出店攻勢及び多角化の失敗、粉飾決算に
よる取引金融機関の信用喪失によって資金繰り逼迫。
前経営者の意思決定判断に対して、会社の内部牽制が機能せずに粉飾決
算等が行われた。

・事業提携による収益力の強化
・PCパーツ及びPC周辺機器の共同購入による仕入れコストの改善
・商品構成の変更による粗利益率の改善
・各店舗のスクラップ＆ビルド

○ ○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ ○ 1       1   10   -          

1429 その他パン・菓子製造業 48 761 40

近時の健康・美容志向による強い甘味の敬遠や少子化の影響で需要減少・
売上低下傾向。当社も営業努力で、売上の低下を食い止めているが、値下
げ要求が厳しく収益力は著しく下落している。

・老朽化した工場の移転による抜本的な改善。
・労務費の削減、包装加工など内職費の内製化をすすめ、製造コストを削減。
・価格面・収益性での優位性を持つ製品の生産能力を高め、増収体制を構築。
・仕入先と仕入価格の見直しによる原材料費・副資材費の圧縮、流通コストの削減等の
コストカット。

○ ○ ○ ○ 2       3   5    3          

1430 総合建設業 50 506 23

公共工事の減少と共に売上高が減少傾向にあり収益悪化している状況で、
プラント設備等の借入金も多く返済原資が不足し、資金繰りが多忙となって
いる。

・建設部門の地元での受注拡大と地域外の受注拡大
・砕石部門の営業力強化と新規顧客開拓
・リサイクル分野（廃コンクリート、廃アスファルト、廃木材）の拡大

○ ○ ○ ○ 15年超 3   31   2          

1431 小売業 49 479 27

現状は安定していて黒字計上しているが、過去において売上減少時収益悪
化、返済資金不足となり返済額の軽減を実施している。

・ショッピングセンター内での新規顧客の獲得、ボランタリーチェーンの強みを有効に活
用し、売上増加。
・新規出店の打診があれば、新規投資額、採算を見ながら前向きに検討。
・仕入れにおける原価率の低減。

○ ○ 4       4   13   -          

1432 飲食業 30 494 60

観光客を当て込み飲食事業を拡大してきたが、観光客の減少により売上が
低下収益悪化傾向にある。
表面的には黒字計上であるが、収益力も弱く返済原資不足且つ減価償却不
足、不良資産の内包により債務超過の状況にある。

・スーパー向けの総菜製造受託事業を開始し、売上げ増加。
・主要店舗の改装を行い、観光客お土産需要の獲得と地元顧客の固定客化推進。
・新規こだわり商品の開発で、従来の売上減少分を通販・ネット販売事業の開始等により
補完。

○ ○ ○ ○ ○ 13      3   11   3          
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1433 卸売業 100 4,496 107

銅器の卸売業を行っているが、平成3～4年頃から売上が減少し始め、ピー
ク時の6割程度。財務の健全化を図っているが、棚卸資産や固定資産に含
み損が内在している状態。

・当社と子会社を事業別に2グループに組み替え。
・美術品から撤退し、オリジナル製品へシフト。
・総じて無理な増収を避け、マーケット動向に沿った営業方針に変更。
・売り上げの推移に応じた経費率の抑制。

○ 退任 ○ ○ 1       1   10   -          

1434 一般機械器具製造業 10 70 6

大手企業を主要得意先とする老舗鉄工所。現在地に移転した際に借入依存
による設備投資が行われ、近時の財務内容は債務超過・過大債務となって
いる。銀行の破綻により債務がRCCに移管され円滑な金融取引が困難な状
況。

・目標売上高を設定し、営業計画・受注計画を策定。
・収益の根幹となるマシニングの定期点検等を確実に行い、設備能力を維持。
・設備の保全、外注方針を明確化。
・社内で加工できるものは、外注せず内制化してコストを削減。
・５S（整理整頓清掃清潔躾）の実施。
・生産管理、工程管理、設備管理、教育を含む管理体制を刷新。

○ 退任 ○ ○ ○ ○ 4       4   8    -          

1435 農畜産物・水産物卸売業 3 317 20

主要納品先の温泉旅館の疲弊から売上低下、最大取引先の倒産により更
に売上低下。財務的には、過去の赤字と不良債権から自己資本は債務超過
の状態。これを借入金で賄っており、収支状況から返済ができない状況。役
員からの資金投入でカバーしてきたが限界である。

・独自色が打ち出せ・競争力がある・採算が良い「2次加工品」の販売、開発に注力すると
ともに、商品開発を積極的に実施し、商品力を向上。
・郊外を含め業績好調な旅館への新規開拓、及び店頭小売、ショッピングセンター内直
営小売店での販売増加、ネット販売強化。
・人員の削減、販売管理費の見直しで経費の大幅カット。
・顧客信用管理の強化による不良債権発生の防止。

○ ○ ○ 12      5   13   3          

1436 小売業 3 637 35

酒販業界は規制緩和の影響を受け、大手スーパー、コンビニ等の参入に
よって競業激化しており、売上減少とともに安売りによる粗利益率の低下を
招き、非常に厳しい環境となっている。売上減少し借入返済が資金繰りを大
きく圧迫し経営困難となり相談に至る。

・顧客リストの購買履歴を分析し、消費者ニーズに合致した品揃えの強化、業務用、一般
客への外販を計画的に強化、新規顧客の開拓、通販の強化、売れ筋商品に特化してい
くためメーカーとの協力体制を強化、自社開発商品、オリジナルラベル商品の積極的な
販売の展開による売上げ増加。
・販促品、消耗品、広告費等の見直し、労務慣行を一掃し効率性を向上し、経費を削減。
・低粗利率商品を削減し、粗利益の高い商品へシフトし、収益性を改善。

○ ○ ○ 12      5   11   1          

1437 土木工事業 30 995 18

事業拡大の目的から支社を開設し、大手上場企業のOBやリストラ社員を当
社従業員として採用したが、期待したほどの受注を獲得できず、社内でも従
業員同士の摩擦が生じていた上、社長が体調不良になり管理統制がとれず
業績が悪化している状況であった。受注が思うように伸びない上に、元大手
企業の社員給与負担が重なって大幅な実質赤字となっている。

・特殊技能等の技術面での強みを活かし取引先の信用確保と顧客の固定化。
・分散していた営業体制を整備統合し、経営資源を集中し、受注増加。
・入札制度への対応により、積極的な受注活動を展開。
・受注が好転し、現場管理の精度が向上した段階で営業員の増員を行うことにより完工
高を増加。
・工程管理を徹底し工期を短縮し、資材・工事経費を削減。
・外注工事費を削減するため、自社施行班を設けて外注依存を抑制し更に外注単価を見
直し。

○ 8       5   6    1          

1438 建設業(土木一式・建設) 40 669 21
関連会社への不良債権等により財務状態毀損。また、個人保証債務があ
り、実質的な過剰債務は過大。受注は確保するが収益体質に弱く今後の課
題である。

・自社施工から外注加工の比率を高め、原価・採算管理の明確化、収益率向上。
・役員報酬を含む、販管費の削減をより一層徹底。 ○ ○ ○ 4       4   11   1          

1439
一般建築土木の総合請
負業

25 2,334 13

過去の過大な投資による物件の売却を進めているものの、過剰債務の解消
が出来ない。関連会社のうち一部は利益を確保している。今後事業内容の
見直しにより、利益の改善を諮るとともに、不動産売却等により借入金の軽
減を進める。

・土地の有効活用策として建築の企画提案を行い、計画から建築、入居斡旋業務までを
グループで一貫して提供できるシステムの確立
・ローコストの工場、事務所の建築実現のため他企業との技術提携
・資金繰りのための不採算工事の見直し
・不採算部門であった、開発及び宅地分譲業務からの撤退
・債務圧縮のため、販売用不動産の早期売却及び、賃貸不動産の一部売却
・経費面の更なる見直し

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3       5   8    1          

1440 印刷機製造業 12 435 18

バブル期には、印刷機械の売上が大きく伸び、工場集約のため土地を購入
するもバブル崩壊で売上高が落ち込み、また土地の売却損失が発生し、多
額の実質債務超過となっている。近年はリストラも実行し、営業利益も計上・
借入金も返済できているが、借り入れ金額が巨額で先の見通しが立たず、
事業の信用面でも阻害要因となっている。

・役員報酬の削減、事務所経費の削減、原価に関わる外注費の削減、材料費の値上が
りの中での原価率の維持。
・資金回転率が良くCFに貢献する印刷営業の現状維持でCFに貢献。
・利益率の高い印刷機械事業の内製化と変動費化により利益率を向上。
・海外市場の印刷機械の代理店を通じた販売を強化し、特にヨーロッパ、中東、東南アジ
ア市場で受注を増加。

○ ○ ○ 退任 減資 ○ ○ ○ ○ 4       4   10   -          

1441 管工事業 45 1,183 42

本社屋を近隣の土地に拡張移転し、今後の増産体制を多額の投資をもって
実施するも、その後の公共事業の受注額の大幅な減少、バブル崩壊に伴う
不況による業績の低迷と重なり、売上が急減している。

・民間需要創出・大手サブコン受注分散・リニューアル部門強化・特許商品外販強化・
CADCAM案件受注拡大による売上げ増加。
・工程管理ソフトの活用・案件ごとのリアルタイムコスト管理と進捗把握・赤字懸念案件受
注の削減による原価の低減。
・役員報酬の削減・従業員の削減・一般経費固定費の削減・冗長費用の廃止による経費
削減。
・経営計画書内容深化・赤字受注回避・見積精度向上・利益意識改革・10日毎進捗管理
精査による予実管理制度の向上。
・年配者の早期退職勧奨・世代交代の促進。

○ ○ ○ ○ ○ 4       4   14   -          

1442 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成形業 26 1,528 88

主要取引先の海外シフトで受注は年々減少するが、射出成型用金型や同周
辺機器の製造でしのぎ、借入金を減少。何とか毎期利益は計上しているもの
の、資金繰りは厳しく金融機関によるリスケ支援を仰いでいる状況。

・新製品（自社開発を進めてきた射出成形加工の省力化、合理化製品）の市場投入の早
期化
・中国等諸外国への合理化製品の販売拡大
・低価格受注品の製造原価見直し（工場稼動のあり様及び固定経費の洗い直し）を通し
た利益捻出
・現在賃借中の金型工場の賃借契約解除による設備の一部自社工場内への移設
・組織再編、役員の職責範囲等の見直し結果に応じた、役員報酬の一部減額

○ ○ ○ ○ ○ 4       4   6    -          

1443 婦人服雑貨小売業 10 685 30

不採算店の閉鎖等、リストラを敢行し店舗はピーク時の半分となり、売上も
低迷状態が続いている。メインバンクから期日到来分の借入金の返済につ
いて条件変更の交渉するも決裂。元代表者の個人不動産を処分し借入金を
返済している状況。

・各店舗の特徴に合わせた品揃えの強化
・不採算の直営店の、転貸への移行
・役員報酬等の本部費の削減をはじめ、個々の経費項目を厳格に見直し、経費を圧縮。

○ ○ 11      5   7    1          

1444 飲食業 3 32 8

前社長がバブル期以降に本業以外の事業に手を出すも失敗。変額保険解
約ロスも加わり金融機関からの過大債務を抱えている。

・サービスの向上、社長報酬の削減、外国人観光客誘致のための旅行業者との提携等
により、売上高を維持向上。
・アルバイトの効率的見直し等人件費を中心とした経費の削減を推進し収益性を改善。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1       1   11   -          

1445 印刷業 95 2,118 50

過去に多額の借入金により工場を開設したが失敗。現在有力印刷業者等の
支援を受け再建途上にある。業績は大手印刷会社出身の役員の指導で順
調に改善しているが、多額の債務超過の解消が課題。

・営業力強化と支援企業（販売先）への受注増加により、売上高を維持。

○ ○ ○ ○ 5       5   5    -          

1446 健康食品製造販売 48 323 18

主要取引先の卸問屋が同様商品の製造も手がけ、また、小売先の廃業もあ
り、毎年売上が減少し大幅な赤字を計上。

・通信販売によるエンドユーザーへの直接販売の導入、宅配業者・獣医向け販売の推進
による売上げ増強。
・不採算商品の廃止、付加価値の高い商品の販売推進、役員報酬その他経費の削減を
行い限界利益率を向上。

○ ○ ○ -       2   9    2          

1447
産業用金属製品製造・販
売

30 474 51

・大手建機メーカーを主取引先とする金属製品の加工・販売業者。不動産の
賃貸も行っており、一定の安定収入が認められるが、過去に、在庫の架空計
上があり実態は債務超過且つ過剰な金融債務を有することから、主力金融
機関より抜本的な財務改善を求められたもの。

・関連会社への事業譲渡による事業統合。管理部門の非効率の排除と技術力・対応力・
顧客との信頼関係において相乗効果。
・社内加工高の改善・拡販施策の実施　（新規顧客開拓の実施）。
・役員報酬を大幅カット（経営責任）による経費の削減。

○ ○ 清算 ○ ○ ○ 1       1   11   -          

1448 建築資材製造 24 953 45

新工場取得に伴う借入金負担が重く、また資金繰りのための借入を安易に
増やしたため、CFによる返済能力と実際の返済額のアンバランスが大きい。
更にそれを埋めるために借入を増やすという悪循環に陥っている。

・収益性重視の受注活動を実施(受注案件別の損益・原価管理)。
・営業・受注情報の精度を高めて、在庫を圧縮。
・顧客への訴求、主力事業のノウハウを生かし、新規事業の早期黒字化　(輸入住宅、軸
組住宅）。
・事業改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを立上げ、改善施策の実行体制を構築。

○ ○ ○ 2       2   23   -          

1449 運輸業 48 577 56

大口受注先の業績低下に伴って積荷受注量が減少。冷凍貨物の積荷確保
のため、大型物流倉庫を新設したが、予定した受注量がなくアイドル状態が
持続。営業マン別・販売先別売上目標がなく、受身営業の状態。また、社長
のリーダーシップも弱い。

・産業貨物から冷凍貨物輸送へ外注も含めてシフトする。
・平成１８年６月に住宅設備事業を廃止する。
・新車購入を今後５年間手控え、車両３３台体制で業務を行う。
・社長による陣頭指揮を強化する。
・役員報酬、幹部社員給与のカット、諸会費のカット等経費の削減。

○ ○ 4       4   3    1          

1450 茶・茶道具の卸・小売 20 736 40

個人向けのカタログ販売が主力。売上高の減少に歯止めがかからない。設
備投資金額は莫大だが設備はフル稼働していない。借入過多であり、たな
卸資産・売上債権及び不動産に不良資産が存在している。

・製品開発を見直し、新しい製品の販売を強化。
・生産工程の見直し。
・従業員の待遇改善と役員報酬の見直し。
・資産の有効活用。（不稼動及び低稼働資産の処分及び現有設備の稼働率の向上）

○ ○ 1       4   10   3          
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1451 木材・木製品製造業 10 640 15

建材市場については直接工務店等に販売されるなど流通経路の変化による
売上減少、製材加工においては不況や少子化といった構造的な要因から新
設住宅着工件数の伸び悩みや住宅建築における木造率の低下、さらに米材
や欧州材などの輸入の増加があいまって業績は急激に悪化した。また、経
営力の不足による方針徹底の遅れ、営業体制の未確立や営業力の不足が
相まって多額の債務超過に陥った。

・経営幹部の部門管理徹底と社長の統括経営方針の継続
・材木部の取扱商品・サービス戦略の強化と営業力の強化による販売戦略構築
・建築部の販売維持戦略と収益力アップ
・リファインの営業・マーケティング戦略構築 ○ ○ ○ ○ -       3   20   1          

1452 クリーニング業 3 159 80

クリーニング店数の供給過多、低価格衣料品の台頭で衣替え需要が減少、
高機能家庭用洗剤の普及、原油高による各原料の値上げ等により売上が
約半減した。過去に相次いで工場を建設し借入負担が増加し資金繰りに窮
している状況。

・受注単価の引き上げ。
・直営店を増やし、うち既存店1店をリニューアル、2店を移転開店。
・店舗ごとに戦略と管理、特に店舗ごとに顧客ターゲット、営業方針、強化商品、店作り、
販促手法を明確化。

○ ○ ○ ○ 5       5   5    -          

1453 金属製品製造業 10 313 19

主力商品であったゴルフカートの受注が衰退したことにより、売上が減少し、
その後、増資・営業強化により、IT産業からの受注額が増加するも、土地・建
物に対する設備投資により過剰債務となり、機械等の設備投資に回らない。

・特定顧客の新しいニーズに合った新製品提案・技術提案により特定重要顧客との信頼
関係を強化。
・工場の現場のライン、5S対策を徹底して、不良を減らし在庫ロスをなくす。
・業務プロセスを工夫し生産性を高める。
・生産・販売管理のIT活用。
・製造原価のコストダウンに懸命に取組む。新しいレーザー加工機を導入し外注ウエイト
を減らし6％の付加価値アップを図る。

○ ○ ○ ○ 1       1   7    -          

1454 管工事業 50 620 26

・ガス・水道管敷設工事を主力に年商を上げるも、近時公共工事を含め受注
が減少、加えて受注単価の下落から年商は半減。更に好調時に借入による
不動産投資から年商に近い有利子負債が重荷となって経営を圧迫、資金繰
りも多忙である。　また売掛金、在庫等に不良性のものも多く実質債務超過
となっている。

・社長のリーダーシップによる経営体制の確立
・設備部門とプラント部門の管理強化を図り不採算受注を回避。
・人員の削減
・原価管理制度の再構築（会計ソフトの導入、金融機関に対する営業報告、粉飾決算か
らの離脱）

○ ○ ○ ○ ○ 6       5   8    1          

1455 消防施設、設計、施工業 10 273 13

長く続く建設不況から、大手ゼネコン、サブコンの２次、３次下請け企業は受
注高確保、採算は一層厳しいものとなっている。

・祖利益の取れる売上の確保（保守点検業務他の売上の拡大）
・県下の中規模の建築工事案件の営業強化を図り、消防施設工事について直接元請契
約を取り、売上と利益を確保。
・品質向上、原価低減、工期短縮を全社挙げて図るため、ISO9001を導入。外注下請け
先に対しても施工方法等の改善指導を納得させながら十分行うことにより収益性を改

○ ○ 2       2   5    1          

1456 小売業 5 137 8

主力事業である焼肉店の経営はBSE問題の発生による米国産牛肉の輸入
禁止から仕入価格が高騰したため収益を圧迫。

・売上高回復
・仕入費率の低減
・水道光熱費の削減
・店舗改装による客足の増加
・手形割引料の削減

○ ○ -       1   9    不明

1457 窯業 40 811 47

公共工事の増加と共に需要が拡大し、急成長を続けたが、バブル崩壊後、
公共投資の抑制から売上利益とも低下し営業利益段階で赤字を計上、直近
も売上減少となっている。過去の内部留保も年々の赤字で減少しつつあり、
業況、内容共じり貧傾向が続いている。

・経営体制の刷新。
・経費削減（製造拠点の集約化、人件費の削減）。
・製造拠点の集約化、生産体制の合理化による売上総利益の確保。 ○ ○ 退任 ○ ○ -       3   12   3          

1458 織物製造業 33 882 53

子供服、カジュアルウエアー向け織物を中心に相応の事業基盤を築いてき
たが、最近は中国等の国外品に押され、ここ数年は赤字続きとなっている。
この為、製品の高級化、生産工程の工夫、販売先の海外展開も必要になっ
てきている。

・経営方針の明確化、利益管理の徹底、社長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮と経営責任の明確化
による経営基本管理の徹底。
・経費の削減（役員関連経費の削減）。
・販売強化策の実施（国内：売上維持、海外：売上拡大）、情報の共有化。
・製造原価管理の見直し、生産効率の見直し、品質管理の徹底、商品企画の内製化によ
る生産の合理化。
・在庫の削減、営業倉庫の廃止。
・設備投資計画の立案、管理職の育成。

○ 退任 ○ ○ ○ -       3   8    2          

1459 電気部品製造業 30 254 28

金属製の電線管付属品の市場が縮小傾向にあり、同業者の撤退や廃業に
より売上高は維持しているものの減価償却負担が出来ない状況にある。ま
た、原材料が高騰しているが、価格に転嫁ができない状況にある。

・営業活動、同業者との連携、機械設備の改善、品質管理、計測技術等
・鍍金、塗装の受託加工
・廉価品での代替による経費削減、プレス油、電力等の経費削減。

○ ○ ○ -       4   5    4          

1460 写真撮影業 3 90 7

少子化、婚礼数減少等で売上は低迷し、赤字が続いている。とくに、主力取
引先のホテル各社向けの売上が婚礼スタイルの変化にともない減少傾向で
ある。写真撮影はデジタル化で、低料金の傾向や競合店の出現でどう生き
残るのか、模索が続いている。

・学校関係への営業強化、デジタル コンテンツの製作・販売、デジタル画像処理技術を
活かした写真集等の製作・販売、ＤＰＥ部門への進出による売上げ増加。
・人件費の削減、不採算スタジオの撤退による経費削減。 ○ ○ 3       3   4    2          

1461 左官工事業 10 483 35

左官工事専業会社として、同業種においては、売上高等域内でも有数の企
業であるが、前期２期営業損失を計上しており、直前期には遊休不動産の
売却により、大幅な債務超過となった。借入金も多く、早期に赤字体質の脱
却が必要である。

・収益性の良い受注の選別。
・工事原価のうち、外注費の削減をメインに材料費を削減。
・役員保険の見直し、接待交際費の削減。
・工事面、会計面での管理業務を整備。

○ ○ ○ 4       4   10   1          

1462 運送業 15 393 39

3期連続で売上は伸張しているが、粗利益率が低い傭車利用によるもので
自社車輌の稼働率は低下している。資金繰りも急速に悪化。引越し分野で
の競争激化による利益率の低下やﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの退職による引越し専用車輌の
稼働率低下により収益が悪化している。

・社長自身による新規荷主の開拓、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの採用による未稼働車輌の活用によっての
売上げ増加。
・役員報酬の減額、接待交際費の削減、ﾃﾞｼﾞﾀｺの設置や従業員教育による燃料費の削
減、基本ルートの設定による有料道路の利用抑制、乗車前点検や３ヶ月点検の徹底に
よる修繕費の削減等の経費削減。
・車輌ごとの損益分岐点を明確にし車輌単位での収益管理を行い、自社車輌の稼働率
を上げ、傭車の利用率を下げることで粗利益率を向上。

○ -       1   10   1          

1463 日用品雑貨小売業 10 741 109

日用品雑貨･話題便利グッズ等の販売を中心に業績を順調に伸ばしている
が、主力事業の催事部門がＦＣであるため､将来性に一定の限界を感じてい
る。

・飲食催事の展開、飲食FC事業の展開、大型TV･１坪企画（大画面TVを設置の約１坪の
売場に､TV通販での話題商品のｺｰﾅｰを継続出店）等による収益性の向上。
・広告関連経費の削減、ｾﾝﾄﾗﾙｷｯﾁﾝの導入による原価低減。

○ ○ -       1   6    -          

1464 飲食業 10 399 93

燃料費の高騰で利益が出ていない。ビール工場の建設と居酒屋の移転並び
に営業開始を期内に続けて行ったため資金繰りが急速に悪化した。

・本部、飲食部門、運輸部門に分け、更に店舗別・車両別での収益管理を実施。
・各車両ごとの損益分岐点に基づく顧客との価格交渉、荷主と担当車両の適正配置、営
業ターゲットを明確にした傭車先拡大策の展開。
・補充人員の採用見送り、駐車場等の解約、店舗改装費用の抑制、ﾒﾆｭｰの刷新、自社
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞｰﾙの店舗販売強化、小ﾛｯﾄｵﾘｼﾞﾅﾙﾋﾞｰﾙの拡販。

○ ○ -       1   7    1          

1465 薬品小売業 3 184 7

過去に支店を出し、家族経営から企業経営へと転換したが、管理体制が脆
弱。

・看板やディスプレイの見直し、セミナー開催やＰＲ方法の見直しによる知名度向上策の
展開による店舗の集客力強化。
・ネット販売に関して、システム全体を見直し、携帯電話に対応するなど顧客のニーズに
対応したページの変更を行う。同時に、データベースの一元化とシステムを見直し。
・売上、粗利の月次推移の管理、主要商品の個別管理、顧客のリピート率管理の実施。

○ ○ -       1   10   -          

1466 建設業 30 629 47

売上高の減少が著しく経営状況が悪化。営業赤字、過剰債務で、資金繰り
にも窮する事態となった。
工場の設備投資以降、工事需要の低迷により売上げが大幅に減少。また、
過去に開発した分譲地、コンクリート製品も低稼働在庫となっており、過剰債
務の要因となっている

・大幅な不採算部門の閉鎖、廃止等の事業再編。
・下請け業務の営業、新たな工種実施、宅内排水工事促進、公共工事の売上確保、民
間営業関係強化等の事業部門ごとの経営改善に加え、本社部門は、事業部門への支援
体制構築、販売用土地の売却、遊休資産売却を推進。

○ 退任 ○ -       3   12   2          

1467 製造業 20 1,741 113

・売上面も毎年減少が続く一方で最近の原材料資源の高騰、原油高騰など
の原価経費負担増のコストダウン対策遅れや、工場新設に伴う減価償却費
の負担により、大幅な経常損失を計上した。コストダウン、生産性向上、工場
稼働率向上、地域販売シェア拡大、商圏拡大が急務になっている。
・計画的な商品開発、営業開発がない。
・トップ経営層が経営管理がわからず出来ていない。

・組織の刷新による経営管理の強化、組織・職務分掌を明確化。
・原材料構成の変更、購買の改革によるコストダウン。
・工場の過大設備の適正化、操業度の改善。
・早急な商品開発と市場・顧客開発。
・稼動計画と作業割当、変形労働時間制度、短時間パ－ト作業者の確保等により人員、
労働時間を効率化。
・品質管理、作業管理、総務経理、営業管理の規程、規則、基準、標準の作成。
・トップ経営管理層の交代。
・キャッシュフロー計画に見合った有利子負債返済スケジュール。
・遊休資産の売却処分。

○ ○ ○ ○ 退任 ○ 9       2   14   2          
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1468 製造業 40 2,324 112

バブル崩壊に伴う低迷等で売上が低迷し損失を計上。その後売上高、利益
は回復するも累損解消に至っていない。債務超過・借入金過多の状態で、納
入先より求められる高品質の製品を高効率で生産するため設備更新が出来
ない状況。

・事業面の改善（金型育成のため元請メーカーに自社技術者を派遣、段替者の増員・育
成、多能工化による多品種少量生産体制の確立）
・業務面の改善（原価管理・生産管理システムの構築、同期化生産の推進、重大クレー
ム回避策の実行、生産現場の改善教育の徹底、開発・技術リーダの育成）

○ ○ ○ 11      2   8    2          

1469 製造業 10 477 33

消費不況とデフレ傾向から商品単価の引き下げ要求が強く、毎年赤字が続
き、本業での損益収支，資金収支改善が急務である。販売ルートを握る問屋
が末端のスーパーでの安売り競争に伴う単価切り下げ要求に対して営業力
が弱く、これに抗する理論武装が不足し、併せて商品開発、生産性向上対策
も不足して赤字のまま出荷してきたことにある。

・全国有数の製造キャパシティーを活かし、コスト競争力を強化。
・消費者の安全、安心な商品を求める機会を活かし、飲むゼリー（医療・介護向け）をはじ
めとする商品の開発力強化に努める。
・大手卸に依存する販売力の弱さを克服し、新たな販路を開拓。
・環境や品質管理の要求の強まりという環境に対応するため、マネジメント力を強化。

○ ○ ○ ○ 4       4   8    3          

1470 旅館業 10 367 47

過剰な設備投資に加え、団体客から個人客重視への営業方針対策遅れ。
従業員教育等が不徹底のため、サービスが低下し客足が遠のいた。
売上減少に歯止めかからず。また、過大な借入金による金利負担大きく黒
字化困難。

・旅館・リゾート施設の運営に関して豊富な経験を有する企業への業務委託。
・スポンサーグループの有する経営ノウハウ・ネットワーク等を活用しつつ、団体客から
個人客へと顧客層の変化に対応すべく営業体制の強化に努め、Web等のツールも有効
活用。
・既存設備を最大限有効活用しながら、更新・増強によるハード面の充実に努め、より快
適な宿泊環境を実現。
・実効性を吟味の上、「個別露天風呂」の設置等、新規設備投資についても対応。

○ ○ ○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ 1       2   10   1          

1471 旅館業 8 311 24

温泉街の集客力減少し売上減少。過大な設備投資により債務超過拡大。金
利負担も大きく収益・資金繰りを圧迫しており現状での事業存続は極めて困
難な状況。団体客の需要が縮小しており個人客を取り込むも、売上減少に
歯止めがかからない状況。

・高単価の取れる個人顧客層にターゲットを絞り、高付加価値サービスが提供可能な施
設仕様へと大改装を実施。
・高級旅館運営ノウハウを持つ企業との提携により、グレード・アップした施設に相応しい
運営を実施。

○ ○ ○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ 4       4   8    2          

1472 宿泊業 80 138 12

従来から固定客を主とした営業体制で新規顧客獲得のための営業推進に注
力していなかった。また、開店以来、大幅な設備更新未実施であり設備老朽
化し競争力低下で稼働率減少。近年は公共工事減少の影響から宴会需要
も減少傾向にあり慢性的な赤字体質で債務超過が拡大、事業存続が困難な
状況に陥っていた。また、多額の有利子負債が資金繰りを圧迫、CF不足を
親会社・役員等からの借入で対応している状況。

・施設全面リニューアルにより施設競争力強化し、稼働率向上による売上強化。
・自社HPの充実、企画商品ラインナップ増加、新たな販売チャネルの開拓による売上増
加。
・イールドマネジメント的な考え方の導入により、稼働率を向上。
・損失事業であった宴会事業からの撤退、併せて従業員の削減。
・ホテル一角にあるコンビニの家賃、光熱費の値上げによる売上げ増。

○ ○ ○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5       5   7    3          

1473 卸売業 10 745 18

製菓・製パン等材料卸のほか、コンビニを営業譲受。本業は収益を確保して
いるが、子会社の業況悪化により子会社への多額の資金流出等により資金
繰りを圧迫している。さらに子会社借入の保証債務が同社の会社存続に大
きな影響を及ぼしかねない状況にあった。

・パン製造販売を内製化し、材料仕入から製造販売までの一貫体制を確立し売上げ増加
と収益力を向上。
・子会社との親子関係の解除による収益向上と資金繰りの安定化。 ○ ○ 退任 譲渡 ○ ○ 5       5   7    -          

1474 旅館・ホテル 20 299 47

観光客の旅行行程の変化、大型ホテルの進出等による競争の激化により客
数減、顧客単価の下落を招き、売上は年々下降傾向を辿っている。競争激
化に対抗し、それまでの旧館の建替え等により集客増を図るもの投資負担
が現在でも続き苦境の要因の一つとなっている。

【様式からでは記載できないため、恐れ入りますが、ご記入のほどお願いします。】同業
他社への事業譲渡により、スポンサー企業による事業での改善を図る。

○ ○ 退任 清算 ○ ○ ○ -       -   -    -          

1475 陶石の採取･販売業 3 30 3

昨今ではガーデニング用敷石・農家向けに土壌改良用土分野への進出にも
力を入れているが、陶器業界不況の影響と人材不足から営業力も弱く、売
上高は低迷、収益環境も好転が見込めない厳しい経営状況が続いている。

・売上高増加に向け積極的攻勢策を展開。
・社長自らの営業活動による売上げ増加。
・産業廃棄物として商品価値がなかった陶石残土を商品開発して庭石業界（ＤＩＹ市場）へ
新規に市場参入。
・納入先への価格値上げによる収益性の改善。
・社内体制の整備とともに、目標管理を中心とした管理面の強化。

○ ○ -       5   7    2          

1476 医薬品製造業 47 325 34

小規模な老舗薬品メーカー。主力商品を全国の薬局、薬店を通じ販売してい
るが、知名度が低くここ10年間売上は減少の一途を辿っている。収益面も売
上の減少に伴い赤字が続き、債務超過状態となっている。

・業界の課題、SWOT分析等の中で事業ドメインを明確化。
・粗利益が格段に高い商品への営業強化、健康食品の拡販、薬局・薬店向けの独自
サービス（ＩＴを活用した薬局経営の支援ツールの開発と育成・会員組織の構築）の開発
による売上げ増加・収益性改善。
・液剤製造の外注化、予算管理の徹底・主要科目に担当者を設置・役員報酬の削減・仕
入業者の見直し・返品商品の促品利用等によるコスト削減の徹底化。
・人材の育成(教育体系の整備・全社員のプロ・スキルの向上・目標管理制度導入と自己
啓発の促進)
・パブリック・リレーションズの構築(地域認知度の向上・地域社会との良好な関係構築)

○ ○ -       5   12   2          

1477 建築資材卸売業 88 12 3
市況の低迷と、ハウスメーカーの進出による既存市場が侵食されたことか
ら、売上げは減少の一途をたどり、営業利益を計上できない状況となり、資
金繰り逼迫。

・販売管理費の削減。
・賃貸料を主とする経営形態とし、経費を少額化。 ○ -       5   26   1          

1478 水産物卸売業 96 7,371 50

漁価の低迷と、域外資本（量販店）参入による既存取引先の低迷から売上
は激減、人員削減等による経費圧縮も業況は改善されず。また、多額の売
掛金、貸付金が回収不能となり、資金繰りも急速に悪化し、実質債務超過の
解消は困難な状況にある。

・粗利益率の高い「買付」機能を強化し、委託販売との比率を向上することによる収益性
の改善。
・買付販売、委託販売それぞれの粗利益率の向上
・人件費の削減。

○ ○ -       5   19   -          

1479 建設業 10 330 13

他業態に進出したが失敗、さらに大口取引先の地元大手企業の倒産により
借入金が増加。借入金過多で債務超過の状態。現在浄化槽の設置部門と
保守点検部門を別会社で事業展開をおこなっているが、現在管理体制が不
十分な状況。

・新たなエリアでの営業免許の取得による営業拡大。
・環境問題から法令化され今後ますます、市場は拡大していく業界であると見込まれるこ
とから、長年の営業実績によるノウハウを生かした営業を強化。
・保守点検においては人材育成が重要であることから、顧客が安心好感がもてる従業員
教育を徹底。

○ ○ ○ 13      5   18   -          

1480 海運業 75 2,104 50

過去の放漫経営による不良資産の償却、また海運事業的体質からの脱却
による収益力の増強が喫緊の課題である。

・売上増加：営業力を強化し、技術力、ブランド力を高め、新規の顧客を開拓する。
・経費削減：社長交代以降役員報酬等経費削減に注力してきたが、更なる削減を図る。
・収益性改善：原価管理システムの構築によるコスト削減、技術力を高め外注費・傭船料
の削減による収益力を確保する。

○ ○ ○ 退任 ○ ○ 5       5   8    -          

1481 製造業 60 3,163 84

バブル崩壊後の景気の低迷による大企業の設備投資の差し控えや、放漫
経営、売掛金の大幅な不良債権化などから、過剰債務となり、経営的に行き
詰まった状況。

・高度成長期のパターン(売上至上主義、外注費大=加工高比率小、棚卸資産大)から、
低成長成熟社会のパターン(質重視、外注費小=加工高比率大、棚卸資産小)への転換。
・多能工化やムダ時間の削減による工数余力の捻出、設備投資などにより外注費を削
減。

○ 退任 ○ 2       2   7    -          

1482 サービス業 30 1,846 150

多額の借入金により投資するも初年度の売上目論見がはずれ、加えて大手
スーパーの閉鎖により賃貸していたパーキングの賃貸収入がなくなったこと
もあって資金繰りが急激に逼迫。

・映画館利用者のリピート率向上やロビーやカフェの活用による副収入の増収などに
よって収益性を向上。
・飲食部門の好調な店舗は、法人需要や団体需要の開拓によって店の運用効率を向
上。

○ ○ -       2   12   2          

1483 製造業 100 1,862 93

売上は安定しているが、生産管理が弱いために毎期の損益が大きく変動し
ている。これが、経営分析の数値として、労働分配率の高さや加工高比率の
低さ、一人当たり加工高の低さとなって現われている。

・受注物件の損益が毎日見えるようにする原価計算システムを確立。
・コストダウンに結び付けていくための、改善組織と運営制度を確立。
・IE・QC手法などの教育訓練により、限界利益率の向上を目指す。

○ -       1   13   1          

1484 不動産賃貸業 24 1,514 56

不動産購入等の借入金返済額と営業キャッシュフローとのギャップが大きく
なり、H16年末「経営改善計画」を策定し、金融機関に対しリスケジュールを
依頼し現在に至る。

・賃貸部門での定期的な･計画的な補修による売上の低減を防止。

○ ○ ○ ○ 2       2   14   -          

1485 ガス設備業 20 1,869 75

本業は堅調推移中ながら、他の建設会社と共同設立した子会社が破産し、
金融機関から多額の保証債務履行請求を受けている。

・営業方針の転換（計画的な民間受注シェアの拡大 ）、営業体制の強化（営業機能の本
社統括による効率化、質の向上）による売上げ増加。
・事業のスリム化（常勤役員、正社員、非正規社員の削減）、工事原価の削減（工事進捗
管理の徹底、外注比率の見直し）によるコスト削減。
・事業コントロールの強化（利益管理体制の確立、層別受注へのシフト、与信管理の改
善）、赤字工事の撲滅（工事進捗管理の徹底、受注見極めの厳格化）による収益性改

○ ○ ○ ○ 退任 ○ ○ ○ 2       2   7    -          

○
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1486 食品製造販売 20 779 165

給食部門は順調に受注を伸ばしているものの、直営店の販売不振により経
営が悪化、売上総利益が漸減している。顧客からの品質に対する評価は高
いが、中間管理者層が薄く、管理体制が整っていない。本部コントロールが
効かず、直営店は現場任せとなっている。企業独自に経営改善に努めてき
たが、改善効果は見られず、業績は下降している。

・直営店舗（直営店統括責任者の設置、立地に応じた業態開発、イベント強化、メニュー
改善等 ）、対事業所（新メニュー開発、新規取引先の開拓、季節販売の強化）による売
上げ増加。
・原価の削減（卸弁当のレシピ改定、センター仕入の強化、食材単価の見直し）、経費削
減（可否・決済の厳格化、備品・消耗品等の価格交渉、節約等） による経費削減。
・経営体制・意思決定システムの刷新（マネジメント・本部コントロールの強化、チェック体
制の改善）、組織、人事システムの見直し（直営店統括責任者の採用、管理者の育成、
成果報酬制度の導入）による収益性改善。

○ ○ ○ 8       3   14   3          

1487 食品製造販売 25 1,551 46

菓子の製造・卸売を事業の柱とするも卸売が急激に悪化したことから同業へ
の卸売事業を営業譲渡し、製造に特化。さらに遊休資産を売却し借入金を半
減させる自助努力での債務圧縮に勤めるも、売上拡大・製造部門の生産性
向上・キャッシュフローの増出が課題となっている状況。

・トップによる営業活動の実践（地区の重点顧客開発、既存顧客の深堀、市場ニーズの
把握など）、大口顧客との新規取引開始、各出張所の活性化、トレンドに乗った販売活
動、モニター制度の採用などによる売上げ増加。
・販管費の削減（人件費、賃借料・租税公課・保険料・通信費など）、製造コストの削減
（工場内ﾚｲｱｳﾄの見直し、ラインの効率化、段取り時間の削減等）による経費削減。
・経営機能の子息との分担・明確化、計数管理・PDCA管理ｻｲｸﾙの実践による経営管理
力の向上。
・技術者・中堅管理者などの計画的育成等の社員の資質向上。

○ ○ 9       4   15   4          

1488 旅館・ホテル業 30 733 67

グループ会社の1社で２つのホテルと賃貸マンションを経営しており、事業そ
のものは一定の収益力をもっており、今後も安定した業績が期待できるが、
借入過多となっており、資金繰りが厳しい状況にある。

・営業体制の再構築（組織的な営業体制、法人向けプロモーションの強化 ）、顧客サービ
ス（ソフト面）の改善（プランの充実、情報共有化、エンパワーメント、社内教育の徹底）、
顧客サービス（ハード面）の改善（入浴･飲食設備の新設、計画的な設備改善）による売
上げ増加。
・経営管理体制の強化（経営責任の明確化、ホテル運営体制の強化　イールドコントロー
ル）、組織体制の体制の変更（予約コントローラの設置、業務責任の明確化と目標数値
の設定）、社内モチベーションの高揚（人事考課制度の導入、成果給の導入、エンパワー
メント）による収益性改善。

○ ○ ○ ○ ○ 5       5   8    -          

1489 貨物運送・貸切旅客 10 364 42

順調に業績を伸ばしてきたが、競争の激化により大口荷主の受注を喪失、
燃料の高騰、共同事業の計画未達による資金流出などにより、資金繰りが
逼迫。

・新規開拓している本部への営業強化を実施。
・既存の荷主への深耕を深め売上を増加。
・トラック、バスの原価管理を徹底し、実車率の上昇を図り、経費を削減。
・荷主ごとに収益分析し、場合によっては撤退も視野に入れ、利益率をアップ。
・定期的にドライバーに対して少燃費運転の講習会を実施し、燃料費を削減。
・役員報酬を削減。

○ 6       2   8    2          

1490 食料品小売業 10 460 34

当社の売上高は年々減少傾向にあり、最近では大型競合店が出店し安売り
攻勢をかけており苦戦を強いられている。長期的な個人消費低迷に加えド
ラッグストアの参入、競合店の出店や営業時間の延長等当社を取り巻く環境
は厳しさを増しており、売上も低調に推移している。

・カード保有メリットを付加し、カード会員を増強。
・総利益向上策を検討、特に仕入れ管理、在庫管理等を徹底。
・営業経費は項目別に見直し、削減。
・接客接遇の強化

退任 ○
 15年
超

1   19   -          

1491 土木工事業 40 265 9

コンクリート構造物の調査・診断・設計およびその補修・補強工事を業とする
建設業者。親会社が業績不振から私的整理による再生手続きに入り、その
再生スキーム案により、当社を含む関係会社を分離独立させる方針が打ち
出されことにともなって、抜本的な事業改善が求められている。

 ・営業強化策として調査部門の陣容を１名増員させる。
・技術力強化のための公的・民間資格の取得をはじめとして営業研修実施。
・従来２社間で配賦が不明確であった人件費等を含む経費について分離して個別企業
採算管理を行う。

○ -       3   4    2          

1492 製造業 30 1,832 184

子会社が多店舗展開失敗により累積赤字を計上し、債務超過拡大。同社は
赤字を補填し、財務内容悪化に繋がっている。

 ・不採算店舗の撤退
・「原料調達に強く、消費者に選ばれる素材、商品開発型農産物冷凍食品のクリエイトカ
ンパニー」を目指す。
・営業体質の改善による営業利益率の向上。（材料の適正仕入による原価の削減および
役員報酬の減額)
・農産物加工に詳しいコンサルタント力も備えた税理士への変更、および経理幹部の採
用

○ ○ ○ 退任 ○ 5       5   9    1          

総数（件数） 43 9 53 10 14 47 34 36 24 73 10 3 27 8 3 18 3 9 6 10 4 27 4 2 3 0 7 0
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